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2.  研究期間  

2004 年度から 2005 年度  

3.  研究の目的等  

(1)  背景  

日本の産業別就業構造は最近数年間で激変している。2004 年事業所・企業統計調査によ

ると、1999～2004 年の間に、従業者数が１万人以上増加した産業数（小分類）は 40 にす

ぎないが、逆にこの間に 1 万人以上減少した産業数（同）は 108 であった。減少産業の数

は増加産業の 2 倍以上であり、雇用流動化の兆しといえる（図 1 参照）。  

就業者数の動向からみても、高次都市機能は東京圏に集積している。職業別就業者数

（2000 年国勢調査）の圏域別構成を特化係数でみると、地方圏から名古屋圏、関西圏、そ

して東京圏の順に、専門的技術的職業など職業別にみた高次都市機能の発展度合いが異な

る状況にある（図 2 参照）。  

高度成長期以来上昇を続けた大学進学率を反映して、日本の社会は男女年齢を問わず高

学歴社会となっている。2000 年国勢調査でみても雇用を支える世代は、2 人にひとりが高

学歴者である（図 3 参照）。  

雇用動向は都道府県別に跛行している。1997～2004 年の間に、労働力率の低下や失業率

の上昇は全国的にみられるが、特に地方圏において大きな変化があった（図 4、図 5 参照）。 

地方圏での地域経済回復の遅れは地価からみても明らかである。2002 年以降、大都市圏

では東京圏から順次、地価の回復がみられるが、地方圏は逆に下落が続いている（図 6 参
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照）。  

東京圏と各圏域との機能連関を最近の圏域間人口移動からみると、東京圏と地方圏との

機能連関が低下する兆しがある。また、東京圏と大都市圏との連関については、例えば東

京圏と名古屋圏との機能連関は高まる可能性がある（図 7 参照）。  

(2)  目的  

本研究は、都市化が進展するなかで、雇用を政策課題としてとらえた都市政策の課題を

明らかにすることを目的としている。近年、労働政策の分野において、都市政策に密接に

関係する重要課題が増えている。これまでの日本の都市政策をみると、施設整備や土地利

用に関わる面では、重点的な取り組みが行われてきたが、これに比べると、人と空間が相

互作用する都市に生じる人間活動の視点からの問題については、それが都市政策の重要か

つ基本課題であるとは認識しながらも、横断的な政策の推進は将来の課題とする現実があ

ったのではないかと考えられる。しかし、いまやそうした従来型の都市政策を超えて、雇

用や人間の潜在力が都市の重要な要素となってきている。都市政策の側でも、地域の活性

化や持続的な発展を図るうえで、地域雇用の創出を有効な政策手段と位置づけることが必

要となり、本来の都市政策の役割である地域の総合的戦略が再度求められる時代になった

のではなかろうか。雇用創出を重要課題として位置づけた都市政策が必要となると同時に、

労働政策においても、空間的な視点、具体的には地域雇用問題といわれるような都市と地

方の雇用格差、地域産業の変動による失業や低賃金化など新たな労働問題の展開への政策

対応が求められるようになっている。  

(3)  対象地域  

都市化による諸課題を都市基本問題として研究する場合、とりわけ東京が最も感度高く

現象を把握できる地域と考えるため、本研究の中心的な対象として東京をとりあげる。東

京といっても、国内的観点だけからみても、身の回りの視点からみた生活圏としての東京

と、全国的視点からみた大都市圏としての東京という 2 つの機能があるが、本研究ではこ

の両方を対象とする。その際、いくつかの次元が提示できよう。  

(4)  機能連関  

全国的視点からみた東京圏と各圏域との機能連関に着目するとき、2 つの視点が重要と

なる。ひとつは東京圏と地方圏との機能連関、もうひとつは東京圏と他の大都市圏との機

能連関である。  

ア 東京圏と地方圏  

東京圏と地方圏の関係を考えると、戦後復興を図り経済発展を実現する過程、高度成長

期から安定成長期の間に機能した相互依存関係が今後も維持可能なのかどうか。それとも、

今日の構造改革期にあって、両者の依存関係が希薄な水準に減じていくのか、あるいは、



－ 3 － 

依存関係そのものがこれまでとは全く異なる内容に変質するのか。この場合、圏域間の労

働移動を生じさせる原因としては、生産要素の地域間調整による寄与から、環境や生活を

重視する生活様式による寄与へと様変わりする可能性がある。  

東京圏と地方圏との機能連関という場合、高度成長期のみならず安定成長期の 1990 年

頃までは、若者世代の移動行動が決定的に重要であった。地方から 20 歳前後の若者が東

京へ進学、就職のため移動する。そして彼らが 20 歳代後半から 30 歳代になると、東京郊

外部への居住目的の移動と Uターンなど地方圏への移動という 2つの大きな移動行動が選

択され、それ以降の年齢での移動は微々たるもの、というのがそれまでの典型的な移動パ

ターンであった。雇用に応じて人口が移動するという視点でみれば、若者が 25 歳を境と

して、20 歳代前半は、いい仕事を見つけるための地方から東京への求職移動、そして後半

は、東京で経験蓄積した能力を生かした就職・転勤のための地方への移動と図式化できる。

こうした人生世代別の就業地選択行動が可能であったのは、東京圏と地方圏という全国レ

ベルの雇用需給調整機能がそれなりに働いていたからではなかろうか。そして、この連関

が日本経済の完全雇用達成と構造的失業の低さにも寄与したといえよう。  

その背景としては、高度成長期に典型的にみられた産業の地方展開と政策の支援があっ

た。国内の産業構造は、民間部門による設備投資と公的部門による社会資本投資の適切な

組み合わせにより、製造業を中心に規模拡大と高度化を実現した。大都市部に集中してい

た生産機能を地方へ分散立地させ、同時に条件のいい魅力的な職場を各地に用意すること

により、仕事を求めて東京に集中した地方出身の若者が、各地で拡大する生産機能の集積

にあわせてある程度分散するという円滑な移動が可能となった。若者世代にかかる東京圏

と地方圏との相互依存関係は、移動行動と地域雇用供給の好循環構造により可能となった

といえる。加えて、全国的に都市化が進展したことにより、生活様式充実のための消費行

動が地域経済を活性化することにつながった。そして、日本は豊かな社会となった。  

近年、グローバル化の影響により産業構造が大きく変化しつつあることに伴い、これま

で安定的な相互依存関係を維持してきた東京圏と地方圏の機能連関の様相が、若者世代の

移動行動の変化によって大きく変わる兆しがある。例えば、地方から東京へ移動した若者

を含め 20 歳代後半の若者世代を中心に、従来と異なり、そのまま東京圏に留まってしま

い地方圏へ人材として積極的に移動することが少なくなっている。ひとつには、東京圏で

あれば自分自身が納得する仕事を見つけるのは容易であるが、地方圏ではそれが困難とな

るからであろう。たとえ社会階層が分極化する兆しがあっても雇用機会の選択肢が潤沢な

東京圏と、雇用機会の数量は確保されても、本人が納得する雇用機会の選択肢の少ない地

方圏は、互いに全く異なる雇用環境を形成する可能性がある。知識情報産業への産業構造

高度化がこうした傾向の加速要因となるかもしれない。ネットワーク型という人材集団の

適宜の組み合わせによって専門的技術的職業に典型的に起きているような、人材の東京へ
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の集中という新たな基本問題が生じていることは、地方圏において地域雇用創出と組み合

わせた基本戦略を構想する都市政策の必要性を高めている。豊かな社会において、ひとり

ひとりが納得するいい仕事が減少するという雇用機会の地域的偏在の問題に対して、労働

政策がどのような優先順位をつけるかにより、東京圏と地方圏との長期的な機能連関の様

相が異なることとなろう。  

イ 東京圏と大都市圏 

一方、東京圏と他の大都市圏との関係については、1980 年代以降、東京圏は知識情報産

業や専門的・技術的職業従事者の集積などの高次都市機能を高めるとともに、他の大都市

圏との機能分担のもとに相互依存関係を強化する基調にある。21 世紀に入って、この趨勢

がさらに進行している可能性がある。ひとつの仮説として、東京圏を越えて相互の機能連

関を深化させた新たな大都市圏が、全体として経済発展に寄与するという大都市の時代を

迎えるのかもしれない。この場合、生産性の高い職種からそうでない職種に至るまで幅広

く、大都市圏相互間の移動に因る雇用の流動化が高まることとなろう。特に、東京圏とい

う大都市機能と、高密度で一定規模の都市機能集積に加えて個人の生活様式志向を重視す

る小都市機能とが相乗する構造となった新たな大都市圏では、例えば、専門的・技術的職

業の圏域間雇用流動化の可能性があるし、成長産業の展開や成長産業に従事する高賃金層

の出現によって、大都市圏内の階層分化や地方圏との所得格差の拡大を危惧させる状況が

予想される。  

このように雇用構造を変化させる条件のもとで、今後とも日本が豊かな社会を発展・持

続するためには、大都市圏と地方圏との新たな機能連関を構想することが不可欠なのでは

ないか。地方圏は自らの地域潜在成長力をどのようにして現実化するかを構想する必要が

あるが、その際、空間戦略に対して、雇用や人間の潜在力を重要な基本要素と位置づけた

労働政策の寄与が重要となる。地方圏は、東京圏とは異なる雇用の選択肢を拡大し、同時

に東京圏と機能連携しつつも過度に依存することのない持続的な雇用構造を創出する地

域として発展する可能性を拓くことが求められる。  

(5)  高度情報社会 

高度情報社会、いいかえれば高度ネットワーク社会のひとつの特徴は少数の開発者と多

数の利用者が存在することである。ネットワーク社会の高度化により、人間が従事してい

たこれまでの仕事は変貌を余儀なくされる。21 世紀の情報社会は、自立した一定水準以上

の専門的・技術的職業従事者がネットワークを構築し、高付加価値の作品を創りだす社会

といえようが、その際、雇用流動化による対応はどの程度可能なのか、雇用と結びつけた

都市政策を検討するためには、IT の影響をきちんと評価する必要がある。  
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4.  研究計画  

本研究は、2004 年度から 2005 年度までの 2 年間を予定している。  

(1)  2004 年度  

2004 年度は準備研究として、研究課題や研究方法を幅広く探り設定することとした。そ

のため、研究会を組織して、構成メンバーの問題意識に基づく個別課題を相互に意見交換

しながら設定した。個別課題の問題意識を要約した全体が、いわば研究仕様書的な位置づ

けとなる。参加メンバーが各自の問題意識により設定した個別の課題についての研究結果

をとりまとめた。初年度は幅広く課題を発掘し設定するという趣旨から、個別課題相互の

調整については、上記の研究目的に基本的に沿っているかという点を除き、2005 年度の研

究に委ねることとしている。  

(2)  2005 年度  

2005 年度においては、これらの個別課題を精査するとともに、都市政策に結びついた複

合的な労働政策への政策含意について検討することとしている。  

(3)  個別課題  

個別課題と問題意識を次のとおり要約する。  

ア 1990 年代の労働力率低下の要因  

日本の人口・労働力人口の構造特性（東京、大都市圏、地方圏）とその近年の変化が、

労働力率変化の構造要因として、どのように影響しているかを検証する。労働政策の範疇

にある労働力率の変化が、国土政策・都市政策の政策領域とされてきた人口移動とどのよ

うな関係を持っているか、そして、これらの政策の協同関係（あるいは相反関係）を明ら

かにする。  

イ 地域における雇用と産業集積等の現状と政策の方向  

地方圏において、空間的資源や既往の社会資本ストックをより効果的に活用しつつ、東

京圏とは異なる雇用の選択肢を拡大し、同時に東京圏と連携しつつも過度に依存すること

のない安定的、持続的な雇用構造を創出するための政策の基本方向を探る。  

ウ 東京における階層分極化と都市・雇用に与える影響  

大都市東京においては、グローバル化の波の中で産業の専門化・高次化への転換がます

ます進み、知識集約型および単純労働型職種の双方の需要が拡大することによって、職業

や収入面を中心とした社会階層の分極化が進行していく可能性がある。こうした分極化の

様相を分析するとともに、今後の東京の都市構造や社会形態への影響、さらには就業、雇

用構造に与える影響を明らかにする。  
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エ 東京圏における IT 職種の生成構造  

東京圏の高次都市機能を支える IT 分野における職種の生成構造と強固なネットワーク

構造を解明するとともに、IT 職種の優位性や脆弱さに特徴的にみられる雇用構造を明らか

にする。また、IT 分野に関する 1990 年代の定量分析と最新動向から、東京圏の高次都市

機能がもたらす地域雇用への寄与について、現状と今後の基本方向を探る。  

オ 情報サービス産業の大都市と地方の連携雇用モデル  

高度情報社会の到来によって雇用拡大が期待される情報サービス産業について、東京圏

と連携した地方分散雇用の形態を探る。  

カ 都心と郊外の新たな関係にみる都市住民の居住と就業  

東京圏の都市構造を再編するとの政策前提のもとに、大都市圏は雇用と居住環境の 2 つ

を基本機能としてその都市構造を規定することができるが、そこに、企業の立地性向と個

人の居住地選択にかかる嗜好との間に相関があるという仮定を置くことによって、労働政

策と都市政策を結びつけた新たな大都市圏政策に向けてどのように発展させられるかを 

検討する。  

5.  研究結果の要旨  

(1)  1990 年代の労働力率低下の要因（第 2章）  

ここでは、日本の人口・労働力人口の構造特性（東京、大都市圏、地方圏）とその近年

の変化が、日本の労働力率変化の構造要因として、どのように影響しているかを検証する。

その第一歩として、1990 年代の日本において発生した労働力率（労働力人口／15 歳以上

人口）の低下を分析する。まず、マクロ的な労働力率の変化の要因を、算術的寄与度分解

の手法で男女別年齢別労働力率変化と人口構成比変化の 2 つに分けた。その結果、1997～

2004 年のマクロ労働力率低下のうち、人口高齢化による 65 歳以上人口の増加はその 5 割

強を占める要因であることが明らかとなった。他方、男女別・年齢階級別労働力率の変化

が、マクロ労働力率低下の半分弱を占める要因である。  

ついで、こうした労働力率変化に対して、この時期の景気後退・停滞が及ぼした影響を

概観するため、男女別・年齢別の労働力率と景気循環を示す変数（GDP ギャップ）により

回帰分析を行った。その結果、景気循環で直接説明できる部分は寄与率にして 1～2 割程

度であり、なんらかの構造要因が大きく作用していたことが判明した。  

最後に、今後の研究に向けて、特に、東京、大都市圏、地方圏という人口・労働力人口

の構造と人口移動の最近の変化が、労働力率の変化の構造要因としてどのように作用して

いたかを明らかにするための準備として、所要データや研究の手順などを整理した。  

(2)  地域における雇用と産業集積等の現状と政策の方向（第 3章）  
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最近成長期にある新産業ほど、専門性ある労働力の集積と受注、販売などの需要の双方

を必要とするために都市部に立地する傾向にある。なかでも情報関連産業はこうした傾向

が強く、また産業集積に伴うデメリットが少ないことから、情報処理、情報コンテンツ関

連分野などの多くの就業者が東京に一極集中する傾向にある。この結果、特に、農山漁村、

地方中小都市などでは新しい産業の成長、雇用の拡大が必ずしも期待できない状況にある。 

今後の基本方向として以下を指摘した。すなわち、①国内で質の高い雇用を維持してい

くために、国際的な産業の競争力の視点から、東京圏における情報産業など成長産業の集

中を是認し、その一層の強化を図ること。その際、現状の都市構造や各種の規制などが成

長の阻害要因にならないようにする。②そのうえで、地方圏については、情報産業分野で

の大都市圏との連携の強化を図る必要があり、さらに地域の特性を生かした産業の育成を

図っていくことが重要である。  

こうした東京圏における成長産業の強化と地域経済の再生によって雇用の選択肢が拡

大することにより、東京圏と地方圏が連携しつつも過度に依存することのない安定的、持

続的な雇用構造を創出することが可能となる。  

(3)  東京における階層分極化と都市・雇用に与える影響（第 4章）  

大都市東京は、グローバル化の波の中で産業の高次化・専門化、知識情報化への展開が

ますます進み、知識集約型および単純労働型職種の双方の需要増を招くことによって、職

業、収入面を中心に社会階層の分極化が進行していく可能性がある。都市におけるこうし

た分極化の拡大・固定化は、雇用のミスマッチや非流動化、地域間格差を増長させ、今後

の雇用政策・労働政策にも影響を与えることになる。  

そこで、1990 年代から 21 世紀初頭に至る間に、都市の階層分極化がどのように進行し、

都市構造や社会形態、さらには就業・雇用構造にどのような影響を与えているか、を分析

することとし、まず東京に焦点をあててプレサーベイと理論的な仮説の提示を行った。  

東京は人口・諸機能が極めて集積した都市圏であるが、近年になり再び人口、経済の集

中の兆しがみられる。このような状況下、1990 年代における、①「経営管理職」や中間層

である「事務職」、「技能工」の減少と、「専門技術職」、「労務作業者」の増加といった職

業上の分極化、②「専門技術職」（情報サービス業やプログラマーなど）に高賃金の水準

がシフトし始めるといった収入上の分極化、という 2 つの分極化の現象が確認された。ま

た、フリーターが急速に増加しているが、これが新たな低賃金職種となることにより、分

極化の下位レベルが増大することが危惧される。  

現在推進されている都市再生政策の影響も相まって、こうした社会階層の分極化は、東

京の都市・雇用に対して、「雇用のミスマッチ」、「地域的格差の拡大と寄せ集め（モザイ

ク化）」、「社会的な分断の進行」、「社会的不安の増大」、「少子化の加速」をもたらす可能
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性がある。こうした仮説に対して、分析対象の詳細化や地方都市等との比較を交え、さら

に論考を重ねることが今後の課題である。  

(4)  東京圏における IT 職種の生成構造(第 5章 ) 

IT（情報通信技術）による産業の変貌について、専門性を有する新職種の生成という側

面からとらえ、その生成過程と、それが市場性確立による雇用機会の増加、あるいは専門

性を有する人材の流動性拡大につながった可能性を検証する。1990 年代の 10 年間を対象

期間とし、この新職種の生成過程を建設業、不動産業および関連産業において検討した。

新職種は、プログラムの熟達度に比例するといえるが、プログラム数の量的充実度ではな

く、1 つの援用プログラムにおける習熟度の高度化に依存することが特徴的である。建設

分野に限らず、データ加工や編集、表現に関わる IT の各分野においては、職種の成立基盤

が特化した個々のプログラムと連動している。目的別にプログラム相互の連関がある業務

では、職種同士の連携や共同作業が進み、職種間の強い関係性を生じさせる。この強い関

係性は、プログラム提供企業や大学、各種ユーザーの間の強固な関係性を構築し、企業内

専門家だけでなく、若い就業者に職種としての専門性を認識させる大きな誘因となってい

る。現在の東京圏が圧倒的にこの面で強いのも、職種の人的な厚みと物理的な集積効果に

よるところが大きい。  

IT 職種の生成動向から敷衍すると、企業内であれ企業外であれ、専門的な技術を有する

有機的に結合した雇用環境が、現在は東京圏に集中して成立している。この有機的に結合

した環境が、今後も東京圏でなければ成立しないのかどうかが重要な点である。こうした

新職種は、人材としてみると労働集約型ではないので、量的に膨大な人的ストックのある

場所に固定する必要はない。距離や時間を超えた情報通信環境が今後、浸透していくなら

ば、東京圏が享受している現在の優位な条件は今後も有利とは必ずしもいえない。ただ、

有機的連携を図るにしても、ある程度の人数による共同作業が必須であるという仕事の特

性ゆえに、それが成立するような地理的、経済的な条件を有する地域、都市が受け入れ可

能な場所ということになる。東京圏の特徴となっている IT 職種の生成システムを解明する

ことができれば、東京圏外において、空間的な広がりのある環境の構築を構想する可能性

が高まることになる。  

(5)  情報サービス産業の大都市と地方の連携雇用モデル（第 6章）  

ここでは高速通信ネットワークの利用を前提とした情報サービス産業の雇用モデルを

研究する。高度情報化社会においても経済や文化の中心は東京であるが、ますます雇用需

要が情報サービス産業にシフトするなかで東京と地方の連携雇用が実現されれば、東京へ

の求職集中や地方での雇用需要不足の改善策になるとの目論見である。  

現状では情報サービス産業も東京に集中している。最大顧客である大企業本部の東京集
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中、日本的下請け構造に立脚する業務プロセス、専用線による企業内 WAN の構築の高コ

スト、地方の情報関連人材の不足などにこの現状の主原因がある。ただ、顧客ニーズや技

術環境の変化スピード、情報セキュリティの社会的要請、仮想的な企業内 WAN の構築技

術、雇用削減産業における IT 系人材の流出などの環境変化が起きており、これらを考慮し

て、情報サービス産業自身の業務プロセスを変革することによって地方連携も可能となる

と考えられる。  

そこで、既存調査の公開資料に基づいた議論により、①海外への流出雇用を国内の地方

雇用に引き戻すための連携雇用モデル、②特定領域や技術の特化企業を地方に育成し東京

と分担するモデル、の 2 つの雇用連携モデル仮説を提示した。今後の課題は、その成立可

能性についてのより詳細な検討である。  

(6)  都心と郊外の新たな関係にみる都市住民の居住と就業（第 7章）  

過去の大都市圏政策の前提は、都心への過度の集中の勢いを郊外に分散して、開発をコ

ントロールすることにあった。大都市圏のなかで抜きん出た東京圏では、都心から 20～

40km に拡がる業務核都市群を分散政策の要と考えてきた。ここに就業の場を生み出して、

業務機能の都心集中の流れを抑え、同時に職住近接型の核都市形成によって郊外部の人口

を確保し、整序ある都市圏を発展させるという期待があった。  

しかし、戦後 40 年に及ぶ分散政策は、都心方向への人口の回帰と郊外部の衰退という

成熟社会における大都市圏の縮減としての結末を迎えつつある。大都市圏計画における都

市構造の空間計画体系は、伝統ある田園都市型の郊外居住という「確信」的な理念と、社

会基盤や都市機能の結節点の時間的、空間的な均衡配置にこだわる一方で、その都市構造

成立の主要因となるべき雇用機会の創出と適切な立地の実現という基本要素を十分に考

慮してこなかった。  

従来の分散政策を超えた新たな基本概念が必要な状況になっている。かつて高度経済成

長で拡大発展する経済の下、郊外通勤電車で都心に大量の労働者を送り込むことで成立し

た東京圏の都市構造と就業の構図は今や過去のものとなり、労働者が集団ではなく、個人

として性向を持って行動し始めたことも考慮に入れなければならない時代となった。すな

わち、企業の立地性向における業種の特性と、労働者個人の居住地の嗜好との相関が新た

な都市圏の構造を決める大きな要因になるかもしれない。こうした仮説を実証するための

前段の作業として、東京圏における都市構造と、居住、業務・商業機能の動向を分析した。 

6.  関連図表  

以下に関連図を掲載する。  
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図  1 1999～2004 年で従業者数１万人以上増減した産業（小分類）（男女計）  

増加した 40 産業  
 

0

100

200

300

400

500

600

700

他
に

分
類

さ
れ

な
い

事
業

サ
ー

ビ
ス

業

老
人

福
祉

・
介

護
事

業
（
訪

問
介

護
事

業
を

除
く

）

そ
の

他
の

社
会

保
険

・
社

会
福

祉
・
介

護
事

業

各
種

食
料

品
小

売
業

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

業

医
薬

品
・
化

粧
品

小
売

業

一
般

診
療

所

そ
の

他
の

飲
食

料
品

小
売

業

病
院

食
堂

・レ
ス

ト
ラ

ン

建
物

サ
ー

ビ
ス

業

児
童

福
祉

事
業

教
養

・
技

能
教

授
授

業

電
気

通
信

に
附

帯
す

る
サ

ー
ビ

ス
業

療
術

業

酒
場

、
ビ

ア
ホ

ー
ル

そ
の

他
の

専
門

サ
ー

ビ
ス

業

美
容

業

歯
科

診
療

所

障
害

者
福

祉
事

業

警
備

業

情
報

処
理

・
提

供
サ

ー
ビ

ス
業

高
等

教
育

機
関

学
習

塾

建
築

リ
フ

ォ
ー

ム
工

事
業

デ
ザ

イ
ン

・
機

械
設

計
業

自
動

車
・同

附
属

品
製

造
業

不
動

産
管

理
業

産
業

廃
棄

物
処

理
業

百
貨

店
、

総
合

ス
ー

パ
ー

そ
の

他
の

選
択

・
利

用
・美

容
・
浴

場
業

保
険

媒
介

代
理

業

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
附

属
サ

ー
ビ

ス
業

他
に

分
類

さ
れ

な
い

非
営

利
的

団
体

他
に

分
類

さ
れ

な
い

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業

医
療

に
附

帯
す

る
サ

ー
ビ

ス
業

仏
教

系
宗

教

一
般

廃
棄

物
処

理
業

幼
稚

園

倉
庫

業
（
冷

蔵
倉

庫
業

を
除

く
）

産業（小分類）

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%
増加数 年平均増加率

（増加数、千人） （年平均増加率）

 
 

減少した 108 産業のうち下位 40 産業  

-300

-250

-200

-150

-100

-50

0

土
木

工
事

業
（
舗

装
工

事
業

を
除

く
）

一
般

土
木

建
築

工
事

業

織
物

製
（
不

織
布

お
よ

び
レ

ー
ス

正
を

含
む

）
外

衣
・
シ

ャ
ツ

製
造

業

生
命

保
険

業

書
籍

・
文

房
具

・
小

売
業

他
に

分
類

さ
れ

な
い

卸
売

業

電
子

部
品

・
デ

バ
イ

ス
製

造
業

建
築

工
事

業
（
木

造
建

築
工

事
業

を
除

く
）

食
料

・飲
料

卸
売

業

銀
行

（中
央

銀
行

を
除

く
）

電
気

機
械

器
具

卸
売

業

酒
小

売
業

衣
服

・
身

の
回

り
品

卸
売

業

建
築

材
料

卸
売

業

土
木

建
築

サ
ー

ビ
ス

業

バ
ー

、
キ

ャ
バ

レ
ー

、
ナ

イ
ト

ク
ラ

ブ

一
般

機
械

器
具

卸
売

業

燃
料

小
売

業

発
電

用
・
送

電
用

・
配

電
用

電
気

機
械

器
具

製
造

業

農
畜

産
物

・
水

産
物

卸
売

業

印
刷

業

旅
館

、
ホ

テ
ル

医
薬

品
・
化

粧
品

な
ど

卸
売

業

電
気

工
事

業

通
信

機
械

器
具

・同
関

連
機

械
器

具
製

造
業

固
定

電
気

通
信

業

建
設

用
・
建

築
用

金
属

製
品

製
造

業
（
製

缶
板

金
業

を

含
む

）

菓
子

・
パ

ン
小

売
業

ス
ポ

ー
ツ

施
設

提
供

業

管
工

事
業

（
さ

く
井

工
事

業
を

除
く
）

他
に

分
類

さ
れ

な
い

小
売

業

セ
メ

ン
ト

・
同

製
品

製
造

業

自
動

車
卸

売
業

鉱
物

・
金

属
材

料
卸

売
業

木
造

建
築

工
事

業

ニ
ッ

ト
製

外
衣

・
シ

ャ
ツ

製
造

業

家
具

製
造

業

機
械

器
具

小
売

業

遊
技

場

中
小

企
業

等
金

融
業

産業（小分類）

-12%

-10%

-8%

-6%

-4%

-2%

0%

増加率 年平均増加率

（増加数、千人） （年平均増加率）

 

出所）総務省「平成 16年事業所・企業統計調査」。  
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図  2 圏域別の職業別就業者数とその特化係数（男女計）（2000 年）  
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出所）総務省「国勢調査報告」。  
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図  3 年齢階級別教育程度別の人口構成比（男女別）（2000 年）  
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出所）総務省「国勢調査報告」。  
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図  4 都道府県別の労働力率（男女計）（1997 年・2004 年）  
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出所）総務省「労働力調査」。  

 

 

図  5 都道府県別の失業率（男女計）（1997 年・2004 年）  
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出所）総務省「労働力調査」。  
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図  6 圏域別地価の対全国格差（2000～2005 年）  
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出所）国土交通省「地価公示」。  

 

図  7 圏域別転入超過数(男女計)（1954～2004 年）  
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出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告」。  
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